




A-3│モバイル POSレジシステム 軽減税率対策補助金 申請書類確認書

個人事業主の本人確認書類コピー6

《申請者が個人事業主または法人格を持たない団体等の場合》

軽減税率対策補助金（A-3型モバイルPOSレジシステム）交付申請書(事務局指定)

対象サービス・対象パッケージ・タブレット等・
レシートプリンタ・付属機器購入時の領収書等の費用明細※

対象サービス証明書または、対象パッケージ証明書(指定サービスベンダー発行の証明書)

飲食料品等を記載した仕入請求書(または仕入納品書)

2

1

3

4

5

《必ず提出が必要な書類》

コピー

コピー

コピー

原本

【共通別紙】リース料金の算定根拠明細書(事務局指定)

リース契約書

リース対象機器の見積書

21

20

22

《共同申請者 (リース事業者 ) が申請する場合》

コピー

コピー

原本

振込口座が確認できる通帳等

モバイルPOSレジ（レシートプリンタ含む）設置写真16

《導入したモバイル POSレジ (レシートプリンタ等 ) が 6 台以上ある場合》

付属機器購入時の領収書等の費用明細※17

《申請者が個別購入したタブレット等、レシートプリンタ、付属機器を申請する場合》

コピー

購入した機器の販売価格が記載されたチラシ等（WEB出力可）18 コピー

設置に要する経費が確認できる領収書等の費用明細※19

《設置に要する経費 (運搬費、商品マスタ設定に係る費用も含む )を申請する場合》

コピー

レシートプリンタの台数以内、
タブレット等や付属機器のみでの申請不可

設置に要する経費のみでの申請は不可

提出不要

＊リース契約（共同申請）の場合、提出不要

＊リース契約（共同申請）の場合、提出不要

＊リース契約（共同申請）の場合、提出不要

＊リース契約（共同申請）の場合、提出不要

※ 対象外の経費を含む場合は対象となる機器、経費等の項目に必ずマーカーを引いてください。
　 領収書が複数にわたる場合は、すべて提出してください。

記入上の注意
《注意事項》

・必ず黒のボールペン（消えないペン）で記入してください。
・記入内容の訂正は、訂正箇所を二重線で消し、訂正印を押してください。
 （訂正印がない場合は受け付けできません）
・押印は、実印以外の認印でも可能です。電子印鑑は使用できません。
・提出された申請書類は返却できませんので、申請書類はコピーを取り保管してください。

補助金申請額を計算する上での注意
・金額は消費税別で記入してください。
・1円未満の数字は切り捨てて計算してください。
・補助金申請額の計算他補助対象となる金額に誤りがある場合は、補助金申請額を事務局で訂正の上で、交付決定をする場合があります。

原本

－

＊主たる事業内容が飲食店等である場合は「飲食店等での軽減税率対象
　商品の取扱いの申告書（事務局指定）」を追加で添付してください

公募要領等の提出書類一覧に記載の書類一式

《申請者が法人格を持たない団体等の場合》

7～11 －

公募要領等の提出書類一覧に記載の書類一式

《申請者が風営適正化法の許可を受けた宿泊業（旅館、ホテルに限る）であって風営適正化法の適用外の事業で
複数税率対応レジの導入や改修の必要がある事業者の場合》

12～15 －
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A-3│モバイル POSレジシステム 軽減税率対策補助金 交付申請書 1 3

対象サービス契約または対象パッケージ導入に
合わせて機器を個別購入した場合

交付申請書　　　　   を記入してください。

交付申請書　　　　   、　　　　　　　　 または　　　　　　　　 を記入してください。
どちらか
選 択

押 

印

作 成 日
フリガナ

フリガナ

フリガナ

※確認時の連絡先のため、日中に連絡がとれる番号を記入

人万円

建物名

事業者名(屋号)

代表者
肩　書

1,000万円以下　　　1,000万円超～5,000万円以下　　　5,000万円超～1億円以下　　　1億円超～10億円以下　　　10億円超

フリガナ
氏

〒　　　　　ｰ 都   道 
府   県

市   区
町   村

申請者名
（中小企業者等）

申請者の所在地

中小企業者であることの確認

直近1年度分の売上高

担当者名 所　属

固　定

資本金

主たる業種

氏　名

携　帯

従業員数

担当者連絡先

フリガナ
名

フリガナ
名氏

い
ず
れ
か
選
択

みなし大企業に該当しない

卸売業 　　　小売業 　　　サービス業 　　　旅館業 　　　その他（　　　　　　　　　　　  ）

※事務局からの郵送物は
　本欄の住所に送付されます。
※部屋番号、建物名を省略せず記入

※いずれか必ず記入

（出資金）

申
請
す
る
中
小
企
業
者
の
情
報

1

代理申請または共同申請の場合のみ、以下の内容を記入してください。 代理申請者または共同申請者は、事務局が定める同意事項を確認・同意の上、補助金申請を代行します。

建物名

フリガナ
名

フリガナ
氏

ど
ち
ら
か
選
択

押 

印

フリガナ

フリガナ

フリガナ

※確認時の連絡先のため、日中に連絡がとれる番号を記入

事業者名(屋号)

代表者
肩　書

代理申請者

共同申請者 指定リース事業者番号

〒　　　　　ｰ 都   道 
府   県

市   区
町   村

代理申請者または
共同申請者

種別

代理申請者または
共同申請者の所在地

担当者名 所　属

固　定

氏　名

携　帯担当者連絡先

※個人事業主の場合は事業者名に
屋号を、代表者氏名に個人名を
記入

※事務局からの郵送物は
　本欄の住所に送付されます。
※部屋番号、建物名を省略せず記入

※いずれか必ず記入

代
理
申
請
者
ま
た
は
共
同
申
請
者
の
情
報

2

フリガナ
名氏

(リース契約によりレジを導入した場合)

3 3A 

3 3B 別紙 13 3B - 別紙 23 3B -

対象パッケージ導入のみの場合

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）主たる事業内容

申請者は、事務局が定める同意事項を確認・同意の上、補助金申請を行います。
申請内容に偽りがあることが判明し、補助金の返還、加算金の納付等を求められた場合には、これに従います。

軽減税率対象商品を将来にわたり継続的に販売するために複数税率対応レジを導入又は改修する必要のある事業者です
申請内容に偽りがある場合、補助金を返還し、加算金を納付することを理解しています

※個人事業主の場合は事業者名に屋
号を、代表者氏名に個人名を記入

※代理申請または共同申請を行う場
合であっても、この欄は、申請者が
記名、押印、チェックしてください。

代理申請協力店番号

法人番号

生年月日

申請者の種別
※法人の場合は法人番号を、団体等及び
個人事業主の場合は生年月日を記入

※団体等で法人番号がある場合
　法人番号も記入

明治    大正    昭和    平成 　　　年　　　月　　　日

法人
団体等
個人事業主

過去に本補助金A型において申請したことがある。

西暦20　　    年　　 月　　 日

事務局使用欄（申請者は記入不要）
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A-3│モバイル POSレジシステム 軽減税率対策補助金 交付申請書 2 3

事務局使用欄（申請者は記入不要）

共同申請（リース事業者）の場合は左記ボックスにチェックを入れてください（下記への記入は不要です）。

金融機関コード（数字4桁）

預金種別（該当のものに○印をつけてください） 口座番号（右詰めで記入してください） 

口座名義人（カナ表記） 

金融機関名

支店名

普通 当座 その他（　　　　　　　　　　）

支店コード（数字3桁）補助金の振込先
※法人が申請する場合
　個人の口座は指定できま
せん。

「口座名義人（カナ表記）」の記入上の注意
●【株式会社鈴木商店】と記入する場合

（通帳等に記載されているカタカナを記入してください。）

①濁点・半濁点は1文字として記入してください。
②小文字は大文字に直して記入してください。
③スペース（空白）・音引を正しく記入してください。

補
助
金
の
振
込
先
に
関
す
る
情
報

３

「口座名義人」欄の記入方法について
❶ カタカナで記入してください。
❷ 濁点・半濁点は1文字として扱います。
❸ 口座名義が枠内（30文字）を超える場合は、
　 名義名称の冒頭から30文字までを記入してください。

口座情報は正しく記入してください。記入を間違えると、入金できないことがあります。

カフ゛シキカ゛イシヤ　スス゛キシヨウテン
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連絡先

A-3│モバイル POSレジシステム

事務局使用欄（申請者は記入不要）

フリガナ

フリガナ

フリガナ

建物名

〒　　　　　ｰ 都   道 
府   県

市   区
町   村店舗の所在地

契約した対象サービス
または

導入した対象パッケージ

サービス型番
または

パッケージ型番

1／3枚目の
「申請者の所在地」と
同じである。
※チェックをした場合は
　記入不要

軽減税率対策補助金 交付申請書 3 3B

サービス名
または

パッケージ名

導入完了日
※リースの場合は開始日

対象サービス
または

対象パッケージ
（機器以外の費用）導入費※2

円

円

A

導入したモバイルPOSレジ
(レシートプリンタ)の台数

サービス初期費用の按分
導入した

モバイルPOSレジ
（レシートプリンタ）で按分した費用

B

別紙に関する情報

３／３B-別紙1に記入した　　の金額、
または　に記入した枚数分の３／３B-別紙2の　　の金額の合計

※1事業者あたりの上限 200万円

対
象
サ
ー
ビ
ス
ま
た
は
対
象
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
導
入
費
に
関
わ
る
情
報

4

対象サービスまたは対象パッケージに合わせて、機器を個別※1購入した場合、申請額の合計を本紙にて計算してください。
モバイルPOSレジ（レシートプリンタ）を1台のみ導入した場合　　　　　　 を記入してください。
モバイルPOSレジ（レシートプリンタ）を複数台導入した場合　　　　　　 を記入してください。

台 ア

＝

m
l

補助金申請額
(消費税別)

の合計額C E

３／３B-別紙1または３／３B-別紙2
「導入機器の費用合計」計算に
含めてください。

F

枚

円

C円

イ

円 D設置に要する経費
(消費税別)

円× 2／3D

÷ 

E
上限　  ×20万円イ

設置に要する経費の補助金申請額
（運搬費、商品マスタ設定に係る費用を含む）

＝

該当する場合
のみ記入

補
助
金
申
請
額

5

設置した店舗名
(1店舗目)

A ア

イ

別紙 13 3B -

別紙 23 3B -

※1 個別購入した機器は、レシートプリンタの台数以内が対象となります。
※2 　　が対象サービスの場合は導入費を、対象パッケージの場合はパッケージに含まれる導入費
　　（機器以外の費用）を記入してください。

A

以下の欄は３／3B-別紙1または３／3B-別紙2を記入いただき、モバイルPOSレジ1台ごとの補助金申請額　  
または　  を計算した上で記入してください。

m
l

※設置した店舗が複数ある場合は
別紙3に記入。

３／３B-別紙1、または３／３B-別紙2の合計枚数
（＝導入したモバイルPOSレジ（レシートプリンタ）の台数）

補助金申請額

※部屋番号、建物名を省略せず記入

西暦20　　　  年　　　月　　　日
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A-3│モバイル POSレジシステム
軽減税率対策補助金

交付申請書

円 i導入機器の費用合計

円 jタブレット・PC・スマートフォンを除く
費用合計

上限 20万円

×３／４＝

×1／2＝

円円

×2／3＝
円

円

ど
ち
ら
か
選
択

j

B

j

＜30,000円i
k

円 m

円 lタブレット・PC・スマートフォンの
補助金申請額

このページの補助金申請額

b

～　　  の合計額a
※　　は3/3Ｂ参照

30,000円≦ i

交付申請書 ３／３B
「補助金申請額の計算」　　で計算

h
B

の金額－i b

レシートプリンタの情報
製品型番

製造番号

西暦20　　　  年　　　月　　　日

メーカー名

導入完了日※2 円 a購入額
(消費税別)

■ 対象パッケージに含まれる機器と個別購入した機器を合わせて全て記入してください。
　 該当する付属機器にチェックを入れ、それぞれのメーカー名・製品型番・導入完了日・購入額を記入してください
　 （タブレット・PC・スマートフォンはチェック欄と製品名、製造番号含む）。

モバイルPOSレジ(レシートプリンタ)１台目の情報

補助金申請額の計算

の合計額lk

別紙 13 3B -

モバイルPOSレジ（レシートプリンタ）を1台のみ導入した場合※1本紙へ記入してください。
※タブレット等や付属機器のみでの申請は不可。

円

円

円

円

円

円

円

本体価格のみであることを確認のうえ、左記にチェックを入れてください。

b

c

d

e

f

g

h

導入完了日※2

メーカー名
製品名

導入完了日※2

メーカー名

導入完了日※2

メーカー名

導入完了日※2

メーカー名

導入完了日※2

メーカー名

導入完了日※2

メーカー名

導入完了日※2

メーカー名

バーコードリーダー

キャッシュドロア

クレジットカード決済端末

電子マネーリーダー

カスタマーディスプレイ

ルーター

タブレット
PC

スマートフォン
西暦20　　　  年　　　月　　　日

西暦20　　　  年　　　月　　　日

西暦20　　　  年　　　月　　　日

西暦20　　　  年　　　月　　　日

西暦20　　　  年　　　月　　　日

西暦20　　　  年　　　月　　　日

西暦20　　　  年　　　月　　　日

製品型番
製造番号

製品型番

購入額
(消費税別)

購入額
(消費税別)

製品型番
購入額
(消費税別)

製品型番
購入額
(消費税別)

製品型番
購入額
(消費税別)

製品型番
購入額
(消費税別)

製品型番
購入額
(消費税別)

購
入
し
た
機
器
に
関
わ
る
情
報

補
助
金
申
請
額

※1 対象サービスに合わせてモバイルPOSレジ（レシートプリンタ）を1台のみ
導入の場合、またはレシートプリンタが1台の対象パッケージで
タブレットまたは付属機器を1台、個別購入する場合。

※2 リース契約の場合は開始日を記入してください。
C

事務局使用欄（申請者は記入不要）
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1. 事業の概要について
本事業は、消費税軽減税率対策補助金交付規程（以下「交付規
程」という）で定める交付要件（以下「交付要件」という）を満たす、
中小の小規模事業者等に対する複数税率対応レジの導入等や事
業者間で行われる電子的商取引のシステム（受発注システム）の
改修等に要する経費の一部を補助する補助金です。申請にあたっ
ては、軽減税率対策補助金事務局（以下「事務局」という）の定め
る交付要件、様式、公募要領等に則り、申請期限までに申請してく
ださい。

2. 申請について
事務局宛にご提出いただく申請書には、如何なる理由があっても
その内容に虚偽の記載を行わないでください。申請内容に偽りが
あることが補助事業完了後に判明した場合、民事及び刑事上の法
的責任が生ずるとともに、本同意事項8項に記載の補助金の返還
を求められる可能性があることを認識し、誠実且つ正確な申請を
行ってください。

3. 代理申請による申請手続きについて
申請者は、補助対象機器やシステムの調達先たる第三者に補助
金の申請を委任することができます。申請者から補助金申請の委
任を受けた者（以下「代理申請者」という）は、申請書類の作成、提
出から補助金の交付が決定するまでの間、申請者と同等の義務
及び責任を負います。また、補助金の交付が決定した後は、事務
局が行う調査に協力するなど補助金の適正な運営に協力してい
ただきます。申請者は、代理申請者に補助金の申請を委任した場
合であっても、当該申請に係る申請手続きが円滑に完了するよう
協力しなければなりません。また、代理申請者が申請に際して必
要となる申請者の個人情報については、申請者が同意のうえ、提
供してください。なお、代理申請者が、交付要件を満たすために、
新たに軽減税率対象商品を販売する事業を行うよう持ちかける
などの行為は行わないでください。

4. 共同申請について
指定リース事業者による申請は、リース物品の設置先となる全て
の事業者が公募要領等に定める要件を満たす場合に限り、これら
リース物品設置先の事業者と共同で補助金を申請することがで
きます。また、指定リース事業者が申請に際して必要となるリース
物品設置先事業者の個人情報については、指定リース事業者が
リース物品設置先事業者の同意を得たうえで、提供してください。

5. 申請の不受理等
申請者又は代理申請者が本同意事項、または交付規程等におい
て認められていない行為を行う、または行おうとした場合、事務局
は直ちに申請の受理を取り消し、以降の当該申請者又は代理申
請者に係る申請を受理しない場合があります。

6. 個人情報の管理
事務局は、事務局運営にあたり、申請者から提出された情報につ
いて、データベースへの不正アクセスや個人情報の紛失、破壊、
改ざん及び漏えい等防止に関する適切な措置を行い、また、その
見直しを継続して図ることにより、個人情報の保護に努めるもの
とします。事務局は、本事業を通じて取得した情報を、本事業の目
的の範囲内で、個人属性について統計的に処理したデータを公
表することがあります。また、事務局は国が行う調査等に対して、
本事業を通じて取得した情報を提供し、その確認作業を情報の提
供先と共同して行うことがあります。

7. 交付の決定について
交付決定の結果については、交付規程に従って事務局より申請者
に対して書面をもって通知します。尚、交付決定前に、国の他の補
助金と重複する事業については、補助事業の対象として含まない
ものとする。

8. 現地への立入り調査、補助金の返還について
事務局は本事業の適正な実施を図るため、必要に応じて、電話に
よる問合せや追加書類の提出、調査員の立ち入りを含めた現地
調査に協力をお願いする場合があります。また、事務局が認める
場合を除き、調査への協力が得られない場合、補助金の返還を求
めることがあります。なお、事務局は返還を求めるに際し、当該補
助金を交付した日から返還の日までの日数に応じて、当該補助金
（その一部を返還した場合におけるその後の期間については、既
返還額を控除した額）につき年利１０．９５％の割合で計算した加算
金の納付を求めます。

9. 専属的合意管轄裁判
本同意事項に基づく申請者と事務局との間に生じた紛争につい
ては、東京簡易裁判所または東京地方裁判所を専属的合意管轄
裁判所とします。

10. 事業の内容変更・終了
事務局は、本事業の終了または内容の変更を行うことができるも
のとします。この場合、事務局は、本事業の終了、停止、制度内容
の変更等によって申請者に何らかの損害、不利益が生じた場合で
あっても、事務局の故意または重過失による債務不履行または不
法行為に起因するものでない限り、一切の責任を負わないものと
します。また、本同意事項の変更については、事務局が自らのホー
ムページ等で変更内容を公表した後は、申請者が変更の事実お
よびその内容を承認したものとみなします。

11. 免責
申請対象機器の不具合や故障および申請手続きにおけるメー
カーやベンダー等との間に生じるトラブル等については、事務局
はその責任の一切を負いません。また、事務局が申請を受け取る
以前に生じた書類の紛失、郵送遅延等の事故についても事務局
はその一切の責任を負わず、それらに起因して生じる当該申請者
の損失に対していかなる義務も負いません。

12. 注意事項
●交付申請から補助金の交付までには一定の手続期間を要しま
す。手続期間は交付申請の受付状況等により変わります。
●事務局等は、補助金の交付に係る振込みの遅延、その他事由に
よって生じたいかなる損害についても、一切の責任を負いません。
●申請に関して不明な点は、（各申請区分の）申請者様向け手引
きをご参照ください。
●申請者及び代理申請者が申請書に記名・押印し事務局に提出
することにより、本同意事項に同意したこととなります。
●申請者及び代理申請者間での個人情報保護におけるトラブル
等に関して、事務局は一切の責任を負いません。申請者及び代
理申請者間で個人情報保護における適正な取引を行うことを
お奨めいたします。
●ご提出いただいた申請書は返却いたしません。申請者は本申
請書の控えを取り、お手元に大切に保管してください。
●住所等の変更について、申請者が事務局に対し届出を行わな
かったために、事務局からの通知または送付書類が延着、不着
となった場合でも、当該通知または送付書類は、通常到着すべ
き時に申請者に到着したものとみなします。
●事務局は、国との協議に基づき本事業を終了、または制度内容
の変更を行うことができるものとします。またその際は事務局
のホームページやその他通知物等によって速やかに告知を行
います。
●最新の事務局のホームページまたは印刷物等に記載された本
同意事項や事務局からの告知等の内容は、すべて過去の同意
事項や告知等の内容に優先するものとします。最新の同意事項
や告知等の内容と相違する従来の規約や告知等の内容は、最
新の事務局のホームページまたは印刷物等に記載された告知
等の内容に改定されたものとみなします。

消費税軽減税率対策補助金　同意事項 ※必ずお読みください。
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